
1 1

2 2

3 3

4 郵便番号 4 郵便番号

5 住所（都道府県） 5 住所（都道府県）

6 住所（市区町村） 6 住所（市区町村）

7 住所（町名・番地等） 7 住所（町名・番地等）

8 8

9 商号又は名称（フリガナ） 9 商号又は名称（フリガナ）

10 商号又は名称 10 商号又は名称

11 11

12 役職 12 役職

13 氏名（フリガナ） 13 氏名（フリガナ）

14 氏名 14 氏名

15 15

16  役職 16 役職

16 氏名（フリガナ） 17 氏名（フリガナ）

17 氏名 18 氏名

19  郵便番号 ※本社住所と異なる場合に記入 19 郵便番号※本社住所と異なる場合に記入

20  住所（都道府県） ※本社住所と異なる場合に記入 20 住所（都道府県）※本社住所と異なる場合に記入

21  住所（市区町村） ※本社住所と異なる場合に記入 21 住所（市区町村）※本社住所と異なる場合に記入

22  住所（町名・番地等） ※本社住所と異なる場合に記入 22 住所（町名・番地等）※本社住所と異なる場合に記入

18
部署名
※　営業所等の従業員が申請事務を担当している場合は、営業所
等の名称及び部署名

23 部署名

19 メールアドレス 24 メールアドレス

20 電話番号 25 電話番号

21 FAX番号 26 FAX番号

22 27

23
商号又は名称
※行政書士法人からの代理申請の場合

・新規・更新申請の共通・選択申請項目の変更
に合わせて追加する。

24 氏名（フリガナ） 28 氏名（フリガナ）

25 氏名 29 氏名

26 行政書士番号 30 行政書士番号

27 郵便番号 31 郵便番号

28 住所(都道府県) 32 住所(都道府県)

29 住所(市区町村) 33 住所(市区町村)

30 住所(町名番地等) 34 住所(町名番地等)

31 メールアドレス 35 メールアドレス

32 電話番号 36 電話番号

33 37

34 変更前

35 変更後

36 変更年月日

1
・代理人（行政書士）に申請を依頼する場合
は、共通取消必要書類として、「委任状（行政
書士等への申請の委任）」が必要となる。

2

3

委任状（行政書士等への申請の委任）

変更内容に応じた選択必要書類
（別紙「具体の申請事由及び変更内容に応じた共通・選択必要書類」参照）

変更内容に応じた共通必要書類
（別紙「具体の申請事由及び変更内容に応じた共通・選択必要書類」参照）

共通選択・変更必要書類

新 旧

意見照会後の検討結果（案）
共通・選択変更必要書類 共通・選択変更必要書類

共通・選択変更申請項目

新 旧

意見照会後の検討結果（案）
共通変更申請項目 共通変更申請項目

申請日 申請日

法人番号 法人番号

本社住所 本社住所

商号又は名称 商号又は名称

代表者 代表者

申請事務担当者 担当者

申請した共通・選択申請項目の変更内容
 別紙１－３で変更申請をする必要がある申請項目

別紙１－３で変更申請をする必要がある申請項目 ・契約事務や支払事務において、変更事由が
発生した年月日を確認する必要があるため、
「変更年月日」を追加すべきとの意見がある。
・国においては、変更届において、変更年月日
及び変更前後の内容の記入を求めていること
ら、これを参考に共通変更申請項目として追
加する。
・広域又は全国的な共通システムを整備する
場合には、「変更前」の内容について、システム
による自動表示とすることが考えられる。

・新規・更新申請の共通・選択申請項目の変更
に合わせて変更する。

代理申請人（行政書士） 代理申請人（行政書士）

別紙５

1



※営業所に入札・契約権限を委任しており、既に提出している委任状の内容に変更が生じる場合は、「委任状（入札・契約等に関する権限の委任）」についても提出が必要。 

1 　

1 ○ ー ー ー ー

2 ○ ー ー ー ー

2

1 ○ ー ー ー ー

申請先団体を新たに追加する場合は、定
期申請・随時申請・追加申請を行う必要が
あることから、変更申請項目として設定し
ないこととする。

3

1 ○ ー ー ー ー
定期申請・随時申請・追加申請時の申請日
を入力する項目であることから、変更申請
項目として設定しないこととする。

4

1 ○ ー ー ー ー

2 ○ ー ○ ー ー

5

1 ○ ー ー ー ー

2 ○ ー ー ー ー

3 ○ ー ー ー ー

4 ○ ー ー ー ー

5 ○ ー ー ー ー

6

1 ○ ー ー ー ー

法人番号に変更がある場合（新設合併等）
については、変更申請ではなく、新規申請
を行うこととなることから、変更申請項目
として設定しないこととする。

7

1

1
１．年間平均実績高
（直前決算の損益計算書、青色申
告、白色申告等）

具体の申請事由及び変更内容に応じた共通・選択必要書類

申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択

新規申請か更新申請かを選択する項目で
あることから、変更申請項目として設定し
ないこととする。更新

申請先地方公共団体

申請先団体

申請日

小項目

新規/更新

新規

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

申請対象有効期間等

申請対象有効期間（令和○年度～○年度）

申請日

・既に資格を得ている事業者が資格の有効期間の途中
からWTO案件の入札に参加を希望する場合に、「ＷＴＯ
等案件の該当有無」を無から有に変更する可能性がある
ため、変更申請項目として追加すべきとの意見があるこ
とから、具体の申請事由として追加する。ＷＴＯ等案件の該当有無

業者種別

組合

個人事業主が法人化する場合や法人が個
人事業化する場合は、変更申請ではなく、
新規申請を行うこととなることから、変更
申請項目として設定しないこととする。

公益法人（公益社団法人、公益財団法人）

その他の法人
（会社及び士業法人）

適格組合申請明細表
※添付書類として提出を求めている場合は、
当該書類の中で下記の項目を設定している
かどうかを回答してください。

個人

その他
（外国法人、人格のない社団等）

法人番号

法人番号

官公需適格組合

2



申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

2
直前々年度の損益計算書の売上
高（２か年前）
※組合員ごと・合計

○ ー ー ー ー

3
直前年度分の損益計算書の売上
高（１か年前）
※組合員ごと・合計

○ ー ー ー ー

4
前２か年の平均実績高
※合計

○ ー ー ー ー

5
２．自己資本額（直前決算の貸借対
照表）

6
資本金（法人）又は出資金（組合）
※組合員ごと・合計

○ ー ー ー ー

7
元入金（個人：青色申告）
※組合員ごと・合計

○ ー ー ー ー

8
合計（各社の純資産合計）
※組合員ごと・合計

○ ー ー ー ー

9
３．経営状況（直前決算の貸借対照
表）

10
流動資産
※組合員ごと・合計

○ ー ○ ー ○

11
流動負債
※組合員ごと・合計

○ ー ○ ー ○

12
流動比率（流動資産÷流動負債×
100の％数字）　※合計

○ ー ○ ー ○

13
４．営業年数（営業経歴書、登記事
項証明書）

14
組合と構成組合員の平均年数（小
数点以下切り捨て）
※組合員ごとの年数・合計の平均

○ ー ー ー ー

15 ５．常勤職員の人数（営業経歴書）

16
組合と構成組合員の合計人数
※組合員ごと・合計

○ ー ○ ー ○

17 ６．設備の額

18
機械装置類
※組合員ごと・合計

○ ー ○ ー ○

19
運搬具類
※組合員ごと・合計

○ ー ○ ー ○

20
工具その他
※組合員ごと・合計

○ ー ○ ー ○

21
組合と構成組合員の合計額
※合計

○ ー ○ ー ○

8

1 ○ 〇 ー 〇 ー

2 ○ ○ ー ○ ー

3 ○ ○ ー ○ ー

4 ○ ○ ー ○ ー

5 ○ ○

6 ○ ○ ー ○ ー

7 ○ ○ ー ○ ー

8 ○ ○ ー ○ ー

9

1 ○ ○ ー ○ ー

2 ○ ○ ー ○ ー

3 ○ ○ ー ○ ー

10

・組合及び構成組合員の登記事項証明書
 ・納税証明書その２（国税）

・納税証明書（未納の税額がないことを証
明するもの）（都道府県税/市町村税）
・組合及び構成組合員の財務諸表
＜構成組合員が法人の場合＞
・納税証明書（その３の３）
<構成組合員が個人の場合>
・納税証明書（その３の２）

「年間平均実績高（直前決算の損益計算
書、青色申告、白色申告等）」、「自己資本
額（直前決算の貸借対照表）」については、
基本的に変更することが想定されないこ
とから、変更申請項目としない。
また、「４．営業年数（営業経歴書、登記事
項証明書）」については、すべての事業者
において共通して変動するものであり、変
更申請を求める必要がない。

住所（都道府県）（登記上）

住所（市区町村）（登記上）

住所（町名・番地等）（登記上）

郵便番号（登記上の住所以外の住所）

住所（都道府県）（登記上の住所以外の住所）

本社住所　※個人の場合は事業所の所在地を記入

郵便番号

＜法人＞
・登記事項証明書（登記事項証明書（履歴
事項全部証明書））（登記上の住所に変更
がある場合）

・登記上の住所に変更がある場合に、「登記事項証明書
（履歴事項全部証明書）」により変更後の住所を確認して
いるという意見があることから、登記事項証明書（履歴
事項全部証明書）を共通変更必要書類として追加する。

・個人の住所に変更がある場合に変更事項を確認でき
る書類（個人事業の開廃業等届出書、賃貸借契約書、住
民票、運転免許証の写し等）の提出を求めるべきとの意
見があるが、定期・更新申請時においても住所を確認す
るための必要書類を設定していないことから、共通・選
択変更必要書類として設定しない。

FAX番号

メールアドレス

住所（市区町村）（登記上の住所以外の住所）

住所（町名・番地等）（登記上の住所以外の住
所）

※法人のみ
※登記上の住所と異なる住所を登録する必
要がある場合

本社電話番号等

電話番号

商号又は名称

3



申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

1 ○ ○ ー ○ ー

2 ○ ○ ー ○ ー

11

1 ○ ○ ー ○ ー

2 ○ ○ ー ○ ー

3 ○ ○ ー ○ ー

12

1 ○ ー ー ー ー
設立年月日は、変更が生じることが想定
されないことから、変更申請項目として設
定しないこととする。

13

1 ○ ○ ー ○ ー

2 ○ ○ ー ○ ー

3 ○ ○ ー ○ ー

4 ○ ○ ー ○ ー

5 ○ ○ ー ○ ー

6 ○ ○ ー ○ ー

14

1

1 ゴム製品 ○ ー ○ ー ○

2 その他 ○ ー ○ ー ○

2

1 卸売 ○ ー ○ ー ○

2 小売 ○ ー ○ ー ○

3

1
ソフトウェア業又は情報処理サー
ビス業

○ ー ○ ー ○

2 旅館業 ○ ー ○ ー ○

代表者

役職

＜法人＞
・登記事項証明書（登記事項証明書（履歴
事項全部証明書））
　※役職名のみ変更の場合は不要

・会社更生法及び民事再生法に基づく更
生手続開始の決定等を受けた者にあって
は、更生手続開始決定書又は再生手続開
始決定書の写し

申請者が個人の場合、代表者の変更は結
婚等で氏名（改姓、改名）があった場合の
みとする。
申請者が個人の場合で、代表者を別の人
物に変更したい場合は、新規申請を行った
上、旧代表者の資格の取消申請をする。

氏名（フリガナ）

氏名

商号又は名称（フリガナ）

＜法人＞
・登記事項証明書（登記事項証明書（履歴
事項全部証明書））

　個人の商号又は名称に変更があった場
合に変更事項を確認できる書類として、
「営業証明書」があるが、定期・更新申請時
の共通・選択必要書類として設定していな
いことから、共通・選択変更必要書類とし
て設定しない。

商号又は名称

設立年月日

設立年月日
※個人の場合は創業年月日を記入

申請事務担当者

メールアドレス

電話番号

FAX番号

氏名（フリガナ）

氏名

部署名
※営業所の従業員が申請事務を担当してい
る場合は、営業所名及び部署名

物品の販売

役務の提供等

主たる事業の種類　※いずれか１を選択。

物品の製造

4



申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

3 サービス業 ○ ー ○ ー ○

4 その他 ○ ー ○ ー ○

4

1 立木竹 ○ ー ○ ー ○

2 その他 ○ ー ○ ー ○

5 ー ○ ー ○

1 建設業 ○ ー ○

2 運輸業 ○ ー ○

3 その他 ○ ー ○

15

1 ○ ○ ー ○ ー

2 ○ ○ ー
・委任状（入札・契約等に関する権限の委
任）

・委任先営業所が所在する都道府県で発
行された納税証明書（未納の税額がない
ことを証明するもの）（都道府県税）

○ ー

3 ○ ○ ー
・委任先営業所が所在する市町村で発行
された納税証明書（未納の税額がないこ
とを証明するもの）（市町村税）

○ ー

4 委任事項

1 見積及び入札に関する一切の権限 ○ ○ ー ・不要 ・不要 ○ ー

2
入札保証金及び契約保証金の納
付、還付請求及び受領に関する一
切の権限

○ ○ ー

3
契約の締結（変更契約を含む。）及
び解除に関する一切の権限

○ ○ ー ・不要
・委任状（入札・契約等に関する権限の委
任）

○ ー

4
物品の納入及び取引等に関する一
切の権限

○ ○ ー ○ ー

5
代金の請求及び受領に関する一切
の権限

○ ○ ー
・委任状（入札・契約等に関する権限の委
任）

○ ー

6
復代理人の選任及び解任に関する
一切の権限

○ ○ ー ○ ー

7
その他契約履行に関する一切の権
限

○ ○ ー ・不要 ・不要

5 ○ ○ ー ○ ー

6 ○ ○ ー ・不要 ・不要 ○ ー

7 ○ ○ ー ○ ー

8 ○ ○ ー ○ ー

9 ○ ○ ー ○ ー

10 ○ ○ ー ○ ー

11 ○ ○ ー ○ ー

12 ○ ○ ー ○ ー

13 ○ ○ ー ○ ー

14 ○ ○ ー ○ ー

15 ○ ○ ー

16 ○ ー ○ ー ○

17 ○ ー ○ ー ○

16

物品の買受

その他

営業所情報・受任者情報　※営業所ごとに記載

営業所名称（フリガナ） ＜入札・契約等に関する権限を委任する営業所の新設の場合＞

「17　営業所の常勤職員の人数」及び「18
営業年数」については、営業所の新設が
あった場合かつ申請先の地方公共団体が
選択申請項目として当該項目を設定して
いる場合に変更申請が必要となる。

営業所名称

営業所等に対する入札・契約等に関する権限
の委任の有無

＜入札・契約等に関する権限を委任する営業所の廃止の場合＞

＜入札・契約等に関する権限の委任がある営業所の名称（フリガナ含む）及び所在地
（フリガナ含む）の変更の場合＞

＜入札・契約等に関する権限の委任がある営業所の受任者の役職及び氏名（フリガナ
含む）の変更の場合＞

住所（町名・番地等）

電話番号

FAX番号

メールアドレス

営業所の代表者役職
※委任をしている場合は受任者役職

営業所代表者氏名（フリガナ）
※委任をしている場合は受任者氏名（フリガ
ナ）

＜入札・契約等に関する権限の委任がある営業所の郵便番号・電話番号・FAX番号・
メールアドレス、営業所担当部署、営業所の常勤人数、営業年数の変更の場合＞

郵便番号 ＜入札・契約等に関する権限を委任しない営業所の新設・変更・廃止＞

住所（都道府県）

住所（市区町村）

申請先地方公共団体ごとの登録先

営業所代表者氏名
※委任をしている場合は受任者氏名

営業所担当部署

営業所の常勤職員の人数

営業年数
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申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

1 ○ ○ ー

17

1 ○ ○ ー ○ ー

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ○ ー ○

4 ○ ー ○ ー ○

18

1 直前々年度決算

1
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月
まで）

○ ー ー ー ー

2 売上（収入）金額 ○ ー ー ー ー

3 営業品目（大分類）ごとの売上金額 ○

2 直前年度決算

1
決算期間の年月
（令和○年○月から令和○年○月
まで）

○ ー ー ー ー

2 売上（収入）金額 ○ ー ー ー ー

3 営業品目（大分類）ごとの売上金額 ○ ー ー ー ー

3 前２か年間の平均実績高 ○ ー ー ー ー

1 前２か年間の平均実績高 ○ ー ー ー ー

2
営業品目（大分類）ごとの前２か年
の平均実績高

○ ー ー ー ー

19

1 資本金（直前決算時） ○ ー ー ー ー

2 純資産（直前決算時） ○ ー ー ー ー

3 資本金（登記上） ○ ー ○ ー ○

4 自己資本金・合計 ○ ー ○ ー ○

20

1

1 流動資産 ○ ー ○ ー ○

2 流動負債 ○ ー ○ ー ○

申請先地方公共団体ごとの登録先
※申請先地方公共団体ごとに本社又は入札・
契約等に関する権限を委任する営業所のい
ずれか１つを入力

希望する営業品目

希望する営業品目（大分類）
※申請先地方公共団体ごとに選択可能

製造・販売実績等

直前々年度決算、直前年度決算、前２か年
の平均実績高については、基本的に変更
することが想定されないことから、変更申
請項目としない。

自己資本額

＜営業品目を追加・変更する場合＞
・営業等の許可・認可・登録等の証明書等
（証明書等が必要な営業品目を追加・変更
する場合で、申請事業者が当該証明書等
を有しているとき）

「３　営業品目の希望順位」及び「４　取扱
いメーカー」については、「１　希望する営
業品目（大分類）」の変更に合わせて、変更
申請が必要となる場合がある。希望する営業品目（小分類）

※申請先地方公共団体ごとに選択可能

営業品目の希望順位
※１０位まで入力
※地方公共団体が必要に応じて大分類・小分
類のいずれか又は両方の入力を求める
※申請先地方公共団体ごとに入力可能

取扱いメーカー
※営業品目（小分類）ごと

経営状況

流動比率

＜法人＞
・登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

＜法人＞
・財務諸表（貸借対照表）
・財務諸表（損益計算書）
＜個人＞
・登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
（支配人登記や商号登記をしている場合）
・財務諸表（貸借対照表）
・財務諸表（損益計算書）

直前決算時の資本金、純資産については、
基本的に変更することが想定されないこ
とから、変更申請項目としない。
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申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

3 流動比率 ○ ー ○ ー ○

ー ー

21

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ○ ー ○

4 ○ ー ○ ー ○

5 ○ ー ○ ー ○

22

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ○ ー ○

4 ○ ー ○ ー ○

23

1

1 出来事（創業、法人設立、合併等） ○ ー ○ ー ○

2 和暦（年月） ○ ー ○ ー ○

3 明治より前（チェック） ○ ー ○

4 詳細 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ー ー ー

24 ー ○ ー ○

1 ○ ー ○（※） ー ○（※）
※　「代表者」に変更が生じた場合、再度誓
約する必要がある。

25

1

1 役職 ○ ー ○ ー ○

2 氏名（フリガナ） ○ ー ○ ー ○

3 氏名 ○ ー ○ ー ○

4 性別 ○ ー ○ ー ○

5 生年月日 ○ ー ○ ー ○

＜法人＞
・財務諸表（貸借対照表）
・財務諸表（損益計算書）
＜個人＞
・財務諸表（貸借対照表）
・財務諸表（損益計算書）

※個人の場合、流動資産には、所得税青
色申告決算書の貸借対照表（資産負債
調）の科目で、【現金】から【貸付金】の合
計金額を記入する。流動負債には、【支
払手形】から【預り金】の合計金額を記入
する。
※所得税を白色申告している個人は、０
と記入する。

うち技術職員の人数

うち事務職員の人数

うちその他の職員の人数

うち障害者の人数

常勤職員等の人数

常勤職員の人数

「３　営業年数（満○年）」については、すべ
ての事業者において共通して変動するも
のであり、変更申請を求める必要がない。営業年数の求め方（以下から選択）

・登記がある場合は、法人設立年月日から申
請日までの満年数
・個人から法人成りした場合は、個人の創業
年月日から申請日までの満年数
・登記がない場合は、創業年月日から申請ま
での満年数
・その他（合併・分社・事業譲渡等の場合。沿
革に要入力）
※　休業等で中断した期間がある場合には、
これを除いた期間とする。

営業年数（満○年）

設備の額 （希望する営業品目で「物品の製造」を選択し
 た場合）

機械装置類（千円）
＜法人＞
・財務諸表（貸借対照表）
・財務諸表（損益計算書）
＜個人＞
・財務諸表（貸借対照表）
・財務諸表（損益計算書）

運搬具類（千円）

工具その他（千円）

合計（千円）

暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことの
誓約

誓約（チェック）

役員等名簿

役員（個人の場合は代表者）

営業経歴

沿革
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申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

6 退任（チェック・年月日記入） ○ ー ○ ー ○

2

1 役職 ○ ー ○ ー ○

2 氏名（フリガナ） ○ ー ○ ー ○

3 氏名 ○ ー ○ ー ○

4 性別 ○ ー ○ ー ○

5 生年月日 ○ ー ○ ー ○

26

1 ○ ー ○ ー ○

27

1 ○  ○ ー ○ ー

2 ○  ○ ー ○ ー

3 ○  ○ ー ○ ー

4 ○  ○ ー ○ ー

5 ○  ○ ー ○ ー

6 ○  ○ ー ○ ー

7 ○  ○ ー ○ ー

8 ○  ○ ー ○ ー

9 ○  ○ ー ○ ー

10 ○  ○ ー ○ ー

28

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ○ ー ○

4 ○ ー ○ ー ○

5 ○ ー ○ ー ○

29

1 ○ ー ○ ・エコアクション登録証 ー ○

30

1 ○ ー ○ ・プライバシーマーク登録証 ー ○

31

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

32

1 ○ ー ○ ー ○

＜法人＞
・登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

地方税等の納付状況の調査への同意（地方税、水道料
金、下水道使用料）

調査への同意（チェック）

＜個人＞
・登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
（支配人登記や商号登記をしている場合）

・「登記事項証明書（履歴事項全部証明書）」に記載され
ている役員の情報と照合する必要があるため、追加すべ
きとの意見があることから、共通・選択変更必要書類と
して追加する。

入札・契約等に係る権限の委任を受けている
者

氏名（フリガナ）

氏名

行政書士番号

郵便番号

住所（都道府県）

住所（市区町村）

※申請先地方公共団体の税、水道料金及び
下水道使用料並びに及びこれらに付随する
延滞金等（以下「税等」という。）のいずれか又
は全てに滞納がないことの確認のため、申請
先地方公共団体の税務担当職員等が物品の
購入、役務の提供等の契約に係る競争入札参
加資格審査に関わる職員に対して、申請先地
方公共団体の税等の完納又は未納情報の提
供を行うことに同意します。

代理申請人（行政書士）

商号又は名称
※行政書士法人からの代理申請の場合

・変更申請に係る代理申請人については、別途、共通変
更申請項目に設定しており、定期・更新申請に係る代理
申請人の情報に変更が生じることは想定されないこと
から、変更申請項目として設定しないこととする。

・ISO関係登録証（ISO9000シリーズ）
・ISO関係登録証（ISO14000シリーズ）
・情報セキュリティマネジメントシステム
（ISMS）登録証

ISO9000シリーズ認定取得（継続）（有無）

ISO14000シリーズ認定取得（新規）（有無）

ISO14000シリーズ認定取得（継続）（有無）

情報セキュリティマネジメントシステム
（ISMS）認証取得（有無）

住所（町名・番地等）

メールアドレス

電話番号

ISO関係認証取得状況

ISO9000シリーズ認定取得（新規）（有無）

・障害者雇用状況報告書

実雇用率

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計
画

エコアクション21認証取得状況

エコアクション21認証（有無）

プライバシーマーク取得状況

プライバシーマーク取得（有無）

障害者法定雇用率の達成状況

障害者法定雇用率の達成状況（達成していれ
ばチェック）

一般事業主行動計画の届出状況（有無）
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申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

2 ○ ー ○ ー ○

33

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

34

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

35

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

36

1 ○ ○ ○

2 ○ ○ ○

3 ○ ○ ○

4 ○ ○ ○

5 ○ ○ ○

37

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ○ ー ○

38

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3 ○ ー ○ ー ○

4 ○ ー ○ ー ○

5 ○ ー ○ ー ○

6 ○ ー ○ ー ○

7 ○ ー ○ ー ○

8 ○ ー ○ ー ○

39

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

3

40

1 ○ ー ○ ー ○

2 ○ ー ○ ー ○

基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）
の取得（有無）

基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）
の取得（有無）

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状況

消防団協力事業所表示制度に基づく認定状
況（有無）

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

一般事業主行動計画の届出状況（有無）

締結している地方公共団体（申請先地方公共
団体）

認定市町村（申請先地方公共団体）

災害時応援協定の締結状況

技術者資格（人数を記入）　 ※小項目を省略

建物管理・施設等保守管理業務関連資格

・技術者の資格者証（技術者が複数名の場
合は１名分）

地方公共団体との災害時応援協定の締結状
況（有無）

・「特約店・代理店証明書」は定期・更新申請時に選択必
要書類として設定されており、特約店・代理店登録の項
目に変更が生じた場合は証明書で確認をする必要があ
ると考えられることから、選択変更必要書類として追加
する。

区分（総代理店/特約店/代理店等）

取扱品目

警備業務関連資格

給食業務関連資格

検査・調査業務関連資格

情報・通信サービス

営業実績情報

分類コード（営業品目）

※直前２か年間に完成（見込み）した主な契約
の実績（希望する資格の種類等に関するも
の）を入力してください。
※契約の相手方が官公庁でない契約につい
ても入力することができます。

代理店・特約店登録

商号又は名称

・特約店・代理店証明書

・雇用保険の加入状況が確認できる書類について、定
期・更新申請時の選択必要書類としていることから、変
更申請時の選択変更申請書類として追加する。

社会保険・労働保険に 未加入又は適用除外と
なっている理由（すべて加入している場合は
記入不要）

※加入義務の有無が不明なときは、必ず関係
機関に確認の上、ご報告ください。
※報告内容について、申請先地方公共団体が
関係機関へ確認する場合があります。

発注者

元請・下請の別

件名

契約内容

契約金額（千円・税込）

契約年月

完成（予定）年月

資本関係・人的関係　※一部小項目を省略

資本関係に関する事項

社会保険・労働保険加入状況　※小項目を省略

社会保険・労働保険の加入状況

・社会保険（健康保険・厚生年金保険・雇用
保険）の本店の加入状況が確認できる書
類

１．親会社と子会社の関係にある他の入札参
加資格者の有無
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申請項目
申請項目

（新規・更新申請時） 新 旧

(参考)実務検討会における検討結果

共通 選択 共通 選択
小項目

意見照会後の検討結果（案）

大項目 共通 選択

具体の申請事由 変更内容に応じた共通・選択変更必要書類
共通・選択

変更申請項目

中項目
共通申請
項目に係
るもの

選択申請
項目に係
るもの

3 ○ ー ○ ー ○

4 ○ ー ○ ー ○

5 ○ ー ○ ー ○

41

1 ○ ー ○（※） ー ○

2 ○ ー ○（※） ー ○

3 ○ ー ○（※） ー ○

4 ○ ー ○（※） ー ○

5 ○ ー ○（※） ー ○

6 ○ ー ○（※） ー ○

7 ○ ー ○（※） ー ○

8 ○ ー ○（※） ー ○

9 ○ ー ○（※） ー ○

10 ○ ー ○（※） ー ○

11 ○ ー ○（※） ー ○

12 ○ ー ○（※） ー ○

13 ○ ー ○（※） ー ○

14 ○ ー ○（※） ー ○

15 ○ ー ○（※） ー ○

16 ○ ー ○（※） ー ○

※　「希望する営業品目」として「印刷・製
本」を追加した場合に記載する必要があ
る。

機種・型番・種別

メーカー

性能（色数、速度（ppm）等）

印刷機保有台数（機種ごとの台数、色数ごと
の台数）

２．親会社を同じくする子会社同士の関係に
ある他の入札参加資格者の有無

人的関係に関する事項

３．一方の会社の役員（個人事業主を含む）が
他方の会社の役員又は管財人を現に兼ねて
いる関係にある他の入札参加資格者の有無

印刷設備の状況
＜「希望する営業品目」として大分類「印刷・製本」を選
択した場合＞

版サイズ

製本部門の有無

製版部門の有無

出張校正室の有無

印刷部門従業員数（営業部門）

印刷部門従業員数（生産部門）

工場住所

※　保有（リースを含む）している機械設備を
もれなく記載してください（協力会社等が保
有する設備は含みません）。
　なお、リースの場合は、「機種・型番」欄に
「リース」と記載してください。

※　必要に応じて申請先地方公共団体が機械
設備設置場所を現地調査することにより申
請内容を確認することがあります。
　このとき虚偽の記載が確認された場合は、
指名停止等の措置をとることがあります。

印刷部門従業員数（管理部門）

印刷部門従業員数（延べ人数）

印刷部門従業員数（実人数）

業務提携先会社名・所在地・工場又は作業所
所在地

提携先の設備保持状況

※ 「機種」は印刷関連機器のみを記載してく
ださい。
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